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地域環境ビジネスの創出と必要な社会システムの検討
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1.はじめに
地球温暖化問題の進展は,今後における世界の異常気象被害の増大を予想させる.このことは
我が国でも例外ではない.国内各地での被害を最小限に食い止めるには,この間着実に悪化が進
む自然環境の修復･保全を急がねばならない.
もとよりこの間題は,中央政府あるいは地方政府のみで対処し得るものではない.住民を含む
地域を挙げて取り組まれる必要がある.併せて望ましいのは,自然環境の修復･保全がビジネス
として行われることである.そうした地域の環境に関わるビジネスをとりあえず｢地域環境ビジ
ネス｣ (註1)と呼べば,その創出は今日喧伝されている地域経済の停滞からの脱却,さらには
環境と経済が両立する新たな地域社会の地平を拓くことにつながる.では如何にすれば,地域環
境ビジネスの創出は可能なのか.
我々はこうした問題意識をもって,新たな地域概念である｢循環型流域経済圏｣を提唱し,そ
の構想の下で地域環境ビジネスのあり方を模索してきた.平成15年度からは科学技術振興機構
の研究プロジェクトに採択され｢いわて発循環型流域経済圏の構築に関する研究｣ (平成15年度
～18年度)を実施(註2),また平成20年度からは,科研費の助成を受けて｢地球環境ビジネ
スの創出に必要な社会システムの構築主体の形成に関する研究｣ (平成20年度～ 22年度)を行っ
てきた(註3).
新しい地域概念である循環型流域経済圏とは,分水嶺から沿岸までの河川の流域に展開する経
済圏である(註4).実際の範囲は,一つないし複数の市町村の区域にわたる.圏域をこのよう
に設定したのは,地域資源が従来のように農業,林業,水産業,工業等の業態縦割ではなく,莱
●東北大学大学院農学研究科教授
一1-
両　　　　　角
態横断的かつ循環的に利用されることで,その持つポテンシャルが最大限発揮されると期待でき
るからである.目指す地域環境ビジネスは,こうした循環型流域経済圏を単位にして創設を考え
ている.
我々は,この間,地域環境ビジネス実現の可能性を模索して,次の三つの戦略的課題に取り組
んできた.一つは,地域資源がもつポテンシャルを最大限引き出す技術の開発,二つは,開発し
た技術によりビジネスを行うのに必要な社会システムの構築,三つは,ビジネス化の推進および
社会システム構築･運営を担う主体の形成,である(註5).
本稿の目的は,これらの課題のうちの一つである,必要な社会システムの構築を取り上げその
あり方を考えることにある.具体的には,岩手県気仙地区の生出地区において,森林生態系の修復･
保全と林業の振興を目指して取り組まれてきた木炭発電のビジネス化を事例に,その場合にはど
のような社会システムが必要と考えられるのか,そして今後の課題は何かを検討することである.
地域環境ビジネスの創出における問題の一つは,ビジネス化するにはあまりにコストが高すぎ
て採算が取れないことにある.したがって,対処のためには,高すぎるコストをなんらかの形で
社会的に負担する仕組み-社会システムを構築しておく必要がある.
後に示すように,木炭発電は,間伐材を利用して製造した木炭を利用する.そのことで間伐が
促進されれば,森林生態系の修復･保全が促進されるという循環が成立する.しかし,木炭発電
のコストは,現在の技術水準を前提にすれば,電力会社から購入する電力より割高になることは
明らかである.木炭発電をビジネスとして実現するのに必要なこの差分は,どうすれば社会的に
補填され得るのか,以下ではそのことを検討したい.
まず, ｢2.木炭発電の取り組みと社会システムの必要性｣では,気仙地区の生出地区における
間伐の状況と木炭発電-の取り組みを概観し,木炭発電のコスト問題と社会システムの意義を解
明する.次いで｢3.木炭発電ビジネスに必要な社会システムの検討｣では,木炭発電のビジネ
ス化に必要なコストを社会的に負担するため,企業の社会的責任(CSR)やグリーン電力証書等
の利用可能性を検討し,最後に｢4.おわりに｣では,まとめを行うことにしたい.
註1)ここで言うビジネスとは,通常,コミュニティ･ビジネスと言われる類のものである.本稿で本格的
なコミュニティ･ビジネスに関する議論を展開する用意はないが,地域におけるニーズや課題に対応
するための事業で,地域内にある人材,資源等を利用して地域を活件化すために必要とする商品,サー
ビスを生産,提供するものと定義しておく.一般のビジネスと異なるのは,投資に対しては元本が回
収でき,地域の住民に雇用の場を提供し彼らが生活できる収入を確保できればよいという点である.
具体的なイメージとしては,中島〔9〕,結城〔15〕等が参考になる.
2)本プロジェクトは,平成13年度に開始された(独)科学技術研究機構の社会技術研究開発事業の公
募プロジェクト｢循環型社会｣の一つとして採択された.研究代表者は,東北人学大学院農学研究科,
両角和夫である.研究開発はNPO法人岩手銀河系環境ネットワーク(会長　両角和夫)を母体に実
施した.この事業の名称に使われている｢社会技術｣という用語は, "SclenCeandTechnologyfor
Soclety"の日本語訳である.事業発足の背景には,従来の科学技術の真理の解明とその応用に偏りが
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ちであり,今後は社会問題の解決にも力を注ぐべきという,近年高まってきた世界的な科学技術に対
する新たな役割についての認識がある,社会技術の研究開発では,社会問題の解決の観点から,社会
科学と自然科学の融合という従来にはない独自のアプローチの方法がとられる.同機構はこうした事
業の推進のため,現在では社会技術開発研究センターを設置している.なお,本研究の成果については,
両角〔6〕を参照されたい.
3)本研究は科学究費補助金(基盤(B))課題番号203801123,研究代表●東北大学大学院農学研究科,
両角和夫によるものである.科研で設定した課題は次の二つである.一つは,地域環境ビジネスを創
出するために必要な,新たな社会システムの構築･運営のあり方,およびそれを中心的に担う主体の
形成に関する条件の解明,二つは,地域環境ビジネスのモデルを構築するのに必要な,地域の物質循環･
エネルギー代謝,自然資本あるいは自然生態系の維持･修復に必要な基礎的調査研究,である.調査
研究の対象地域は,前記(1)の研究プロジェクトの対象地域(岩手県の3か所, 4市町)のうち2か
所を引き継ぎ,岩手県の気仙地区(陸前高田市･住田町)および奥州市とした. 2010年度までのこの
科研の成果については,両角〔7〕を参照されたい.
4)循環型流域経済圏の概念と岩手県での研究対象地域に関する構想に関しては,上記(1)の研究実施
終了報告書を参照されたい.なお,西揮〔11〕では,流域経済圏という概念はあるが循環型と組み合
わされた流域経済圏という概念は,我々の提言が初めてであるとの評価がなされている.
5)ここに掲げた三つの課題のうち,一つ目については,間伐材を家畜の糞尿から出るメタンガスを熱源
に炭化を行い,併せてその際に発生する熱を用いて温室を加温する等の技術(メタンストック技術),
木炭に家畜の糞尿の炭化物を混入してプレートを作成し,これを用いて作成した藻礁で海中林の造成
を促進する技術,そして本稿で取り上げる木炭発電の技術などの開発がある.また三つ目の課題につ
いては,気仙地区において,循環型流域経済圏の構築とそこでの地域環境ビジネスの創出の目標に描
げて, 2007年7月,陸前高田市森林組合,陸前高田市農業協同組合(当時,現在は大船渡農業協同組
合の陸前高田支所),広田湾漁業協同組合,地元企業その他を構成員として業態横断的組織(任意団体)
が設立されたことが,主要な成果として挙げられる.
2.木炭発電の取り組みと社会システムの必要性
1)間伐の実態と木炭発電の取り組み
岩手県陸前高田市生出地区は,市の西部の山間地域にあり,周囲を山で囲まれた盆地である.
世帯数113,人口364人(2005年国勢調査),森林面積は3,020ha,うち人工林は2,015ha,そ
の大半はスギなどの針葉樹である.人工林は一般に,天然林とは違って育成の過程において間伐
が不可欠である.間伐が実施されないと,林内の照度が低下し林床植生が消失する等によって森
林を荒廃させ,ひいては森林と河川の水循環その他地域の自然環境に悪影響を及ぼすことになる
(註1).
人工林が多いことはほぼ全国の森林に共通する.これは戦後の経済復興から高度経済成長期に
当たる1950年代から70年代初にかけて,増大する木材需要に応えるため一斉に造林を拡大し
た結果である.しかし, 60年代以降は輸入が増大,木材自給率も70年に50%を割り込み,今
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日では20%台で推移している.加えて70代半ば以降,木材価格は低迷を続け,林業は衰退の方
向を辿り,今日に至っている.
生出地区においても, 50年代に造林した人工林は,今日すでに伐採適期(12齢級以上)を迎
え,伐採適期に達するものはこれからも増加傾向にある.しかしその一方で,木材価格の低落の
影響を受けて間伐は大幅に後退した.政府は間伐促進のため,通常4-9齢級(20-45年)の人工
林を補助対象としており,生出地区でも, 2010年現在, 523ha,人工林の26%がこれに該当する.
しかし,それにもかかわらず,実際にはこれらの過半で間伐が実施されていない.
間伐が遅れる主たる理由は,森林所有者が間伐を行う経済的メリットがほとんどないことにあ
る.以下に,間伐による森林所有者よる収入と,必要とする経費(実際に森林組合-支払う費用)
の関係(間伐材1m3当たり)をみておこう(註2).あくまで平均的な数値であるが,森林所有
者の収入は,間伐材の販売代金7,000円と政府の補助金3,000円,合計10,000円である.一方,
これに対して森林所有が負担する経費を見ると,間伐作業にかかる費用3,500円,伐採現場から
林道までの搬出費用3,500円,山から取引場所までの運賃2,000円,組合-の各種手数料1,000円,
合計10,000円である.結果的に,森林所有者の収支はゼロであり,これでは間伐に対して消極
的にならざるを得ない.
加えて注目すべきは,伐採現場から林道までの搬出が距離に応じて経費がかさみ,実際には
3,500円で賄えないことである.このため間伐した木材が現場に放置されることが少なくない.
これが通常,切り捨て間伐と言われるものであり,生出地区でも間伐材の半分以上がこうした状
態にある.
こうした事態に直面して,間伐を促進し森林生態系の修復,保全を図るためには,間伐材の利
用の拡大-需要増大を図り,少しでも木価の引き上げとその安定に寄与する必要がある.生出地
区におけるそのための取り組みの一つが,木炭発電の技術開発とそのビジネス化である(註3).
木炭発電機は,生出地区の住民で構成する生出コミュニティ協議会と東北大学の協働で技術開発
し, 2006年の第1号機を皮切りに,以後現在までに合計3機を製作(出力は, 3.5kw, 10.Okw
および1,Okw)し,実験運転を行っている.技術開発の経過,試験実施等の詳しい説明は別に報
告があるので省略(註4)し,ここでは我々が目指している用途を紹介する.
一つは,主伐,間伐,運搬その他を含む林業作業の電化である.林業労働に従事する者の高齢
化が進む今日,労働の負担軽減や安全対策のためにも作業の電化は急務である.また,従来の
チェーンソウはエンジンを用いているが,その振動が白蝋病の原因にもなるため,振動の少ない
電動チェーンソウはその対策にもなる.林業作業に用いる重機の騒音も問題であり,これも電化
で大幅に軽減する.
二つは,災害等の緊急時に備えての電源確保のためである.近年,異常気象の下で山村では災
害が多発し,ライフ･ラインの確保が大きな問題となっている.とくに電気の確保は重要である
が,木炭発電は利用する資源が地元にあり木炭が長期貯蔵できることで極めて有効な手段となり
うる.
三つは,その他電気エネルギーとしての利用である.例えば,電気自動車,スクーター等の乗
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り物用,温室での加温の熱源あるいは公共施設など利用範囲はかなり広い.
2)木炭発電における発電コストの問題
木炭発電は,燃料としてガソリンの代わりに,木炭から発生する木炭水性ガス(一酸化炭素と
水素)をガソリンエンジンに送り込み,エンジンの回転力で発電する.エンジンは通常のガソリ
ンエンジンが利用できる.主要な設備としては,このエンジンと発電機の他に,木炭ガスの発生
装置,発電した電気を貯める蓄電池,電流の変換に必要なインバータ等の関連設備がある.
ェンジン等の設備費は,減価償却費としてコストに含める必要がある.このコストは発電設備
の規模,発電量,運転時間等によって多少異なるが,我々が構想する小規模分散型の施設であれ
ば,時間当たりの発電コスト(/kWh)に占めるその割合は直接の原料となる木炭のコストに比
べかなり小さいと見込まれる(註5).これに対して,木炭発電のコストの主要部分をなすとみ
られるのが木炭の調達コスト=木炭価格である.このため以下では,木炭価格を基に発電コスト
を試算する.また,木炭発電をビジネス化するには発電コストが少なくとも地域住民が電力会社
に支払っている価格を下回る必要がある.このため,両者の関係が実際どうなっているかを比較
することにした.
はじめに,岩手県木炭協会資料により,最近の気仙地区の1kg当たりの木炭価格をみてみる.
木炭価格は,通常,需要の少ない夏に下がり,その反対の冬に上昇する.これを直近のデータの
ある2009年でみると,生出地区のある陸前高田市では140円(8月) ～153.3円(3月)の範
囲で変動している.しかし,陸前高田市の炭窯は一般に小型で効率上の改善の余地があり,価格
も岩手県内では最も高い部類に入る.このため,同じ県内にあって大型で効率の高い炭窯が使わ
れている県北の久慈地区の木炭価格についてみると,同様に73.3円(8月) ～100.0円(3月)
となる.
発電コストは,こうした木炭価格の変動幅を勘案して, ①現状の価格の最高である153.3円
/kg, ②今後,大型の炭窯を導入して効率化を図れば達成可能な場合の73.3円nig,の二つのケー
スについて試算した.木炭1kgで発電できるのは2.3kWhである(註6).このため発電コストは,
①66.7円IkWh, ②31.9円化Wh,と計算される.
一方,これに対して,実際に生出地区の住民が東北電力に支払っている価格は,我々の調査に
よれば(註7), 28円/kWhである.したがって,生出地区の木炭価格を前提とすれば,両差の
差は38.7円/kWhであり,ビジネス化をする上では,この差が大きな支障になる.しかし,大
型窯の導入等によって,木炭価格を引き下げて久慈地区の水準にすれば差額は, 3.9円/kWhと
なる.生出地区の木炭発電がビジネスとして実現可能性を持つためには,この差額に当たるコス
ト分が社会的に負担されることが必要である.
次にその検討に入る前に,こうした差額を補填することの意義について検討しておきたい.す
なわち,一般の電力価格(市場価格)と,現実的に達成が可能な木炭発電の販売価格の差額を
3.9/kWhとした場合,生出地区の要間伐面積で計算した必要な社会的負担額はどの程度になるか,
それは社会,経済的にみてどういう意義をもつか,である(註8).
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3)社会システムによるコストの社会的負担とその意義
はじめに,生出地区の要間伐面積,間伐材の生産量,木炭生産量,および発電可能量を推計する.
先述したように,補助対象となる4齢級～5齢級の面積は523-クタール(ha)である.これ
を5年間で間伐すれば, 523/5=105ha/年となり,その面積での間伐量(材積の10%相当量)は
3,268m3*0.9-3.250トン(t) (重量換算)となる.
間伐材は,木炭にする場合,収率(木炭重量/木材重量)が約20%であるから689t生産できる(註
9).その発電量は,先と同じ様に計算すると, 689 * 2.3mWh/t- 1,585mWhとなる.生出地
区の1世帯当たり買電量(2008年度調査)は12.6mWhであり(註lo),したがってこの数値
で除すと, 126世帯分に供給可能となる.しかし,実際の世帯数は113であり,生出地区の発電
能力はこれを上回る.付言すれば,この発電量は,あくまで間伐材分のみでの発電であり,した
がって持続可能である.
以上の数値を前提に,木炭発電をビジネス化するのに必要な社会的負担額は以下のように推計
される.木炭発電の総量を, 1,585mWhとすれば,これに1kWhに対する補貨額3.9円を乗じ
ると6,182千円であり,生出地区では,現状の炭窯の技術を前提にすれば6千万円強,あるいは
岩手県内ある効率の高い炭窯の技術を導入すれば6百万円強が社会的に負担されれば,木炭発電
のビジネス化が実現できることになる(註lo).そして,間伐を促進し,森林生態系を修復･保
全と林業の振興を図ることに十分寄与する.
さらに,林業の振興と地域活性化-の影響という観点から,間伐に関する雇用の増加に関して
多少補足しておきたい.今後,木炭発電がビジネス化して,要間伐面積105-クタールで確実
に間伐作業が実施されるとすれば, (彰1-クタールの間伐に要する人手'20人･日/ha, ②一人
当たり年間雇用目数-250日/人, ③間伐面積一105-クタール,とすれば,雇用増は, 105*
20/250-8人と算出される.また,雇用賃金は,現行の日当, 8,500円で計算すると18百万円
となる.この数値の評価は難しいが, 113世帯の集落とすれば就労の場の確保を下支えする効果
は十分あるといえる,
註1)森林生態系と河川の水循環の関係に関しては,和【tJ他〔7〕に詳しく論じられている.
2)陸前高田市森林組合参事菅野房雄氏からのヒヤリングによる.森林所有者の収入のうち間伐材販売収
入は,長さ2m,直径14cmの丸太の販売の場合のもの,また,補助金3,000円/m3は,間伐の補助
金が通常15万円/1haおよび1haのスギの材積を50m3と見なして算出した.
3)木炭発電機は,第2次世界大戦中および戦後期に我が国において石油が不足した時代に,当時のバ
ス,トラック等を改造して全国的に使われていた木炭自動車にヒントを得たものである.生出地区では,
地域おこしの一環として1987年から木炭祭りを開催し,そのアトラクション用に中古乗用車を改造
して木炭エンジンで動く自動車を作り,会場内で来場者を乗せて走っていた. 2006年の正月に地域の
住民の方々と東北大学の研究者等の集まりで,これを発電に使うという構想がまとまり,東北大学の
流動研究員であった利け】清美氏が電気関係の設計を行い,陸前高田市内の鉄工作業所に依頼して作成
した.発電と同時に将来自力走行もできるようするため軽トラックを使うこととしたが,極力経費を
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抑えるため廃車を用い,さらに木炭ガス発生装置にはプロパンガスのボンベ(廃物),発電機にはこれ
も廃車のオールタネ一夕-を使うなどの工夫をした.
右の写真が,木炭発電装置である.これは実際には
4輪駆動車の廃車を使ったものであり,後輪の駆動軸
に発電機を回す軸が接続されている.前輪の駆動軸は,
将来的には車を動かす動力に利用することを考えてい
る.発電した電気は一旦電池に貯めて利用することに
しているが,自走できれば,山林の中で発電し林業作
業に電気を直接供給できる.
4)木炭発電の技術開発,実験実施等の詳細に関しては,和田〔14〕を参照されたい.同じく木質バイ
オマスを利用して発電する方法には,今日ヨーロッパで見られる,木材チップを用いて行われる木質
バイオマス発電がある.これ払(独)新エネルギー･産業技術総合開発機構(NEDO)によって試
験的に導入されているが,これらが日本の木材の水分含有率が高いこと,タールの処理に多額の設備
費が掛ることなどから現実的に普及は難しい.これに比べ,木炭発電は,木炭から得られる木炭水性
ガスを使って発電するという技術的にシンプルなものであり,また木炭は木材に比べて運搬性,貯蔵
性に優れている.木炭発電は,さらに改良の余地はあるが,今後我が国において地域分散型エネルギー
のあり方を考える上で,重要な要素となると考えられる.
5)加えて,実験段階に現在では人件費等を見込むことも困難である.設備を動かす人件費は,木炭発電
のシステムの運営をどのようにするかに大きく依存する.発電装置自体はある程度自動的に運転する
ことは可能である.とはいえ,人件費部分については事前に見積もることが困難であるので,別途考
慮する必要がある.
6)和田〔8〕第3章による.木炭1トン当たりエネルギー-8.4GJ(ギガ･ジュール),
1GJ=277.78kWhなので,木炭lt - 2,300kWhの電力量となる.
7)和田らが,生出集落の協力を得て2008年に行った全戸に対するアンケート調査の結果である.
8)以下の算出に関しては, Morozumi.K.,etc 〔8〕にもう少し詳しく触れている.
9)和田〔8〕第3章による.
10)上記註7)と同じアンケートによる.
11)繰り返すが,あくまで電力の生産コストを木炭のみとした場合の計算であり,実際には,これに減
価償却費と人件費が加わる.
3.木炭発電ビジネスに必要な社会システムの検討
1)コストの社会的負担
もとより,木炭発電が森林生態系の修復･保全と地域の活性化をもたらすことを考慮すれば,
陸前高田市がこうした負担をすることや,あるいは地元の生活に直結するので生出地区の住民世
帯が応分の負担をすることが望ましい.とはいえ,地域間経済格差の拡大が問題となっている現
荏,地方公共団体にも地域住民等にも新たな負担を強いることは実際の問題としては難しいと思
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われる.次善の対応策は,地域の外部,とくに資金力のある一部上場企業等にこうした負担をし
てもらうことが現実的である.
さいわい,近年,地球規模の環境問題やェネルギ-問題が喧伝され,先進国サミット等で
C02の削減目標が現実のものになるに伴い,自然環境の修復･保全や地球温暖化ガスの削減の
必要性に対する認識は国民の間で高まってきた.企業も,社会的責任(CSR)の観点から環境問
題の解決に積極的に関わり始め,グリーンエネルギーの環境価値を購入するグリーン電力証書に
も関心を高めている.一方,政府も2008年11月にはオフセット･クレジット(J･VER)を創設,
2010年12月には,キャップアンドトレード方式による国内排出量取引制度を創出するため地球
温暖化法案を閣議決定している.
こうした近年の官民挙げての環境貢献活動の高まりは,生出地区で外部の企業から資金を導入
して木炭発電のビジネス化を促進する上で,追い風となる.その場合,具体的にどうすれば,こ
うした木炭発電のコストの社会的負担を実現することが可能であるか.
2)葛巻森林組合の企業のCSRとJ-VER利用の事例
今後生出地区が,企業のCSRやグリーン電力証書等を利用する上で大いに参考になるのが,
同じく岩手県内にある葛巻町森林組合での活用事例である.
葛巻町は北上山地にあり,酪農とワインの町として知られる.また,近年では,風力発電,バ
イオガスプラント,燃料電池等,新エネルギーの実験実施に先進的に取り組んできたことでも有
名である.しかし,かつては林業で生計を立ててきた地域である(註1).
2009年現在,町の総面積は434.99km3,その大半の86%が森林である.また,総世帯数2,891,
人口7,770名,うち森林組合の組員数は1,124名であり,ほぼ町内世帯の約4割に当たる.組合
員所有の森林面積は合計33,481ha, 1組合員平均では約30haである.この規模は国内の平均
に比べるとかなり大きい.
葛巻町においても,林業が不振で,間伐の実施が遅れている.生出地区でみたのと同様に,間
伐材の売却収入(約7,000円/m3)に国の補助金を加えても,間伐材の伐採,運搬コスト等の経
費を十分賄いきれていない.このため葛巻町森林組合では, FSC (森林管理協議会の認証)の加
工流通認証(CoC)を取得,建材,木炭,ペレット等さまざまな用途で間伐材の活用を図ってきた.
それでも,間伐材利用率は2割程度に止まっていた.
こうした事態の打開を模索してきた葛巻町森林組合は, 2009年4月,この組合は,東京の
NPO法人｢オフィス町内会｣が事務局となって始めた｢森の町内会｣活動と連携したことで,
間伐を促進する新たな途を見出した(註2).
｢森の町内会｣とは,需要側から間伐を促進する仕組みのもと,具体的には, ｢間伐に寄与した
紙｣の使用を通じて,複数企業の環境貢献活動｣と｢地域における森林整備｣を結びつける活動
である(註3).そして,その仕組みの下では,参加する｢環境貢献活動をする企業｣ -間伐サポー
ター企業は, 1kgの紙に対して15円の間伐促進費を負担する.これは従来の紙代に比べ10%
の割高である.この金額分は,森林組合と森林所有者に対して結局, 1m3当たり8,325円となっ
て支払われる(註4).
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実際の金の流れをみると,森林組合は間伐材を,製紙向けに三菱製紙八戸工場に出荷すると,
市価の7,000円/m3に加えて, 8,325円/m3が上乗せされて支払いを受ける.森林組合は,こ
の上乗せ分のうちから1割を森林所有者に支払い,残り9割を間伐の経費に充てる.この支払い
の上乗せによって間伐の経費はほぼ賄われ,従来山に放置されてきた間伐材の加工工場までの運
搬が可能になった.一方,紙を利用する企業側にとってみれば,紙代が印刷費用に占める割合は
もともと僅かである.企業は,通常の紙より10%割高の紙を購入しても,それまでの利益をほ
とんど損うことなく環境貢献活動を継続できる(註5).
2009年7月, ｢オフィス町内会｣は,さらに, ｢森の町内会｣ (葛巻町と岩泉町の連携プロジェ
クト活動分)をJ-VERのプロジェクトとして申請した.間伐に伴うC02の吸収分をクレジッ
ト化し,紙の製造時に出るC02の一部をオフセットするプロジェクト(註6)として,である.
このプロジェクトは同年12月, ∫-VER認証運営委員会によって登録された.ちなみに申請の際
の想定CO2吸収量は5年間で1,967t,間伐対象面積は,葛巻町と岩泉町の両町分を合計すると
79haである(註7).
♂-VERは,未だ始まって間もないが, C02の認証の実績は着実に増加している.全国合計で
みると,2009年12月に1,039tであったのが,2011年1月には39,493tと約40倍になっている(註
8).
3)葛巻町等の事例を踏まえたグリーン電力証書利用の可能性
木炭発電でのコストの社会的負担を地域外の企業に負担してもらう場合,グリーン電力証書の
利用が考えられる.グリーン電力とは,風力発電,太陽光発電,バイオマス発電(廃棄物発電を
除く),水力発電,地熱発電および化石燃料･バイオマス発電混焼発電,すなわち再生可能エネ
ルギーによって発電された電力のことである.この電力の特徴は,電力そのものの価値の他に,
省エネルギーやCO2排出削減という付加価値,すなわち環境価値を有することである.
この価値を電気そのものの価値と切り離して証書化し,市場取引を可能にすることで企業など
が自主的に省エネルギー･環境対策として利用できるようにするシステムが,グリーン電力証書
制度である.いわば自ら再生可能エネルギー発電設備を持たなくても,グリーン電力相当量の再
生エネルギーの普及に貢献できる仕組みである(註9).
グリーン電力証書の仕組みは,次のようである.グリーン電力証書を購入する者は,証書発行
事業者にその購入申し込みを行う(註lo).証書発行事業者は,グリーン電力エネルギー認証セ
ンターによってグリーン電力設備認定を受けた発電所から発電された電力量の認証を行う(註
ll),認証されたグリーン電力量は,シリアルナンバーを付与されたグリーン電力証書として,
証券発行業者より購入者に発行される.証書購入費用は,証書発行事業者を通じて再生可能エネ
ルギー発電設備の維持,拡大などに利用されている(註12).
次の第1表には, 2001年度から最近時点までの実績を示した. 2001年度からグリーン電力認
定が開始されて以降,件数,認定設備容量とも大幅に増えた.ここ数年やや停滞しているが,傾
向的にみて今後ともこの制度の利用の増加が予想される.また,この間,全グリーン電力量に占
めるバイオマス発電の割合が高まっていることも特徴的である.とくに最近はその割合は70%
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以上であり,バイオマス発電の発展の可能性がうかがえる.
ところで,グリーン電力証書を利用して,生出地区の木炭発電のコストの社会的補填を行う上
で重要なのは,その取引価格の動向と企業の参加である.
まず,価格については,証券発行業者と購入者との相対取引で決まり,相場に関する数値は一
般に公表されていない.このため個別事例をみると,現状では1kWh当たりほぼ7-15円とか
なり幅が広い.しかし,木炭発電が含まれるバイオマス発電で, 10円台以下と相対的に低い(註
13).
第1表　グリーン電力発電認証一覧(2001.3 4-2010.4)
単位(件, %, kwh)
年度 僖h??､ちバイオマス ??84?ﾘ5?ﾂ?Sグリーン ?H+??84?ﾘ5?バイオマス ?84?ｨ?92?件数 價ﾙ6B?ы I|ﾙ|｢ vｒ?ｭ電量(kwh) 價ﾙ6H,ﾈｨHﾘr?d力発電量 
A ??/A(%) ?? 韮?３?累計(kwh) 
2001 ?? ??,158,000 ?? ?ﾃ?づ??
2002 偵?0 ??9,112,000 ?? ??#s???
2003 ?"? ??2,801,000 ?? 田2ﾃ????
2004 ??3 ?R?9,216,000 ?ﾃ?Bﾃ??5 ??ﾃ#ビﾃ??
2005 ?B? ?"?0,480,331 湯ﾃcs2ﾃ3cr?9 ?S"ﾃscrﾃ33?
2006 都?13 ??114,263,045 都Rﾃc#bﾃ??66 ?crﾃ??3sb?
2007 ?#?19 ?b?｡87,370,865 鼎?C#づs??6 ?SBﾃC?ﾃ#C?
2008 ???3 ?b?38,112,673 ?srﾃ?bﾃSc?75 鉄?ﾃS?ﾃ?B?
2009 ?C2?05 ??233,396,057 ?cRﾃ?BﾃC??1 塔#Rﾃ?津都?
2010 ???6 ??188,526,061 ?C2ﾃ?"ﾃ#ィ?6 ?ﾃ?BﾃC3bﾃ?"?
合計 ?ﾃ?B?13 ??1,014,436,032 田?ﾃC?ﾃC??1 ?
資料:グリーンエネルギー認証センター, 2010年度第3四半期現在
註: 2010年度は,第1四半期～第3四半期までの合計
次いで,電力証書の購入者を見ると,多くの企業等が参入している.大手の証券発行業者の
一つ,日本自然エネルギー株式会社の年間団体の契約リストによれば, 2010年11月30日現
荏, 191団体が参加,電力量合計では218,926mWhに上る.最大の購入先はソニー株式会社
(56,670mWh),第2位がアサヒビール株式会社(39,860mWh)であり,その他企業等にも一部
上場の会社が多く,これに東京都のような地方公共団体等も加わる(註14).
グリーン電力証書制度の趣旨が多くの企業に理解され,実際に購入量も増加の傾向にあり,ま
た,グリーン電力証書の価格も最低でも1kWh当たり7円程度で販売できる.したがって,坐
出地区の木炭発電のコストを,外部の企業の資金を導入することよって社会的に補填する実現可
能性はかなり高い(註15).
グリーン電力証書制度は,グリーン電力証書の購入者である企業等が環境貢献活動として行う
ものであり,企業のCSRとしての｢森の町内会｣の環境保全活動と基本的に同じである.しかも,
間伐の促進という観点からみれば,葛巻町に関して,間伐材で作った紙の購入を通して関わるの
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に対して,生出地区に関しては,間伐材で発電した電気の環境価値を購入することを通して関わ
るものである.いずれも,地域の側からすれば,外部の資金でコストを社会的に負担してもらう
ことで共通する.
以上の検討結果から,生出地区がグリーン電力証書を利用するのであれは,葛巻町等が｢森の
町内会｣活動を利用した経験に学ぶことは多い.その要諦は,ほぼ次の三点に纏められる.一つは,
NPO法人｢オフィス町内会｣ -企業側が,山村における間伐材の問題をきちんと把握した卜で,
環境貢献活動に取り組んできたこと,二つは,その一方で,葛巻町森林組合等の地域側が間伐を
めぐる問題について絶えず正確な情報を発信し続けたこと,そして三つは,両者の努力で密接な
コミュニケーションが行われ,関係者の間で本当に機能するネットワークが形成されてきたこと
である.
註1)町の歴史と現状について詳しくは,鈴木〔12〕を参照されたい.鈴木氏は現在,葛巻町長である.
2) ｢森の町内会｣は, 2005年,岩手県岩泉町と連携して始まった,葛巻町森林組合参事竹川高行氏によ
れは,この間, NPO法人オフィス町内会やメンバーの企業等に会って間伐の現状を説明し,現地にも
来てもらうなど,積極的に情報を発信している.また,竹川氏はもとより,こうした活動をしている人々
は広範なネットワークを形成していることが共通した特徴である.
3) ｢森の町内会｣とは,間伐と間伐材の有効利用を促進して健全な森づくりに貢献し,国産材利用マイ
ンドを社会に広めるために,企業,地方公共団体等によって行われている活動である.事務局は,東
京にある環境NPOオフィス町内会,事務局代表でNPOの責任者である半谷氏はこの活動の発案者で
東京電力の執行社員を兼務している.現在,森の町内会は, ｢森の町内会･神奈川事務局｣, ｢森の町内
会中部事務局｣および｢森の町内会･関西事務局｣と全国展開を遂げつつある.また実際に間伐促進
に取り組んでいる地域も,北から三沢市(青森県),葛巻町(岩手県),岩泉町(岩手県),駒ヶ根市(良
野県),山北町(神奈川県),西粟倉村(岡県)の6か所であり, ｢間伐に寄与する紙｣の使用実績は1,110.8t,
間伐実施面積は574ha,間伐材の出荷重量(チップ化後の乾燥重量) 676.4t (2009年度末累計).詳
細は,森の町内会広報誌〔5〕を参照されたい.
4) 1kgの紙に対する15円この金額は, 1m3当たり555kgkg* 15円-8,324円として算定される.
ちなみに｢森の町内会｣活動の広報誌〔5〕によれば,こうした活動はどの企業でも使う紙を通して日
常の仕事の中で始められる環境貢献であり,寄付ではなく印刷費用として対応するとしている.なお,
印刷費用全体として見ると,用紙代の割合は20%程度, ｢間伐に寄与する紙｣が10%割高でも, 2%
程度のコストアップである.
5) ｢森の町内会｣には,サポーター企業その他を含め, 2011年1月現在, 151社が参加している.企
業には一部上場会社が多くみられ,企業以外では労働組合,監査法人,地方公共団体等幅広い.
6)正式の名称は, ｢森の町内会(間伐サポーター企業群と岩手県岩泉町･葛巻町の連携による間伐促進
プロジェクト)である.プロジェクトおよびクレジット期間は2008年4月から2013年3月. 2009
年12月登録時の森林吸収見込みC02は393tである.
7)葛巻町森林組合参事竹川高行氏からのヒヤリングに寄れば, 2010年には,二菱UFJリース株式会社
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にC02のクレジット486tを販売し, 500万円程度の収入があった.これは直接間伐の費用に使われ
たのではなく,世界の子供たちの環境教育のために使われたとのことである.
8)カーボン･オフセットフォーラム〔1〕によれば,t-C02の認証実績は,削減系の場合,2009年12月1,039
が2010年7月に6,401と6000トン台になって以降2011年1月6,857とほとんど増えていない.し
かし,吸収系の場合は, 2009年12月は0, 2010年1月2,083であったのが, 2011年1月32,636と
約16倍となっている.こうした認定量に対して,実際の販売量を見ると2011年2月14日発表分の
∫-VERの総販売量(森林吸収系と派出削減系の合計) 8,753tは,認定量の一部の22%に過ぎない.
また, 2010年秋以降の価格(売り気配と買い気配の平均値)の推移をみると,排出系は, 2010年9
月7日発表分(以下同じ) 7,025円, 10月6日7,172円, 11月10日6,958円, 12月15日6,851,
2011年1月14日6,900円, 2月14日6,742円,一方,森林吸収系は, 2010年9月7日12,025円,
10月6日11,192円, 11月10日11,996円, 12月15日10,166円, 2011年1月14日9,729円, 2
月14日9,733円といずれの系もやや下降気味である.
9)我が国におけるグリーン電力証書の取引は, 2000年11月に開始され,翌2001年6月には,再坐可
能エネルギー発電事業者,グリーン電力証書発行事業者(-申請者),グリーン電力証書利用者(購入
者)とは独立した第三者で,グリーン電力価値の認証を行う機関として｢グリーン電力認証機構｣ (任
意団体)が設立され, 2008年4月からその業務は, ｢グリーンエネルギー認証センター｣ (財)日本エ
ネルギー経済研究所附置機関)に移行された.
10) 2011年1月現在,発行業者は, 51社存在する.詳しくは,環境省〔4〕の証書発行事業者一覧を参
照されたい.
ll)木炭発電も, ｢グリーン電力認証基準｣(平成18年11月20日改定)に基づく認証を受ける必要がある,
この基準は,グリーン電力認証機構が認証を行うに当たって認証可能となる｢グリーン電力｣の定義
を明確にすると共に,認証業務を実施するための指針である.ここで言う｢認証｣は, ｢発電設備認定
と発電量認証をグリーン発電認証機構委員会が行うことをいう｣.生出地区がグリーン電力証書を販売
するとすれば,まずはこの基準に沿って発電設備と発電量の認定をパスできるか否かが問われる.
12)この発電設備(発電所)には,電気事業者の系統に供給されているもの,あるいは自家消費されて
いるものが該当する.上記の｢グリーン電力認証基準｣の｢2.総則｣の2-3-3では,発電所がグリー
ン電力の要件をみたすものとして, ｢発電電力省の測定が的確に行われており,以下のいずれかに該当
するものする｣として, ｢電気事業者の系統に供給されている電力｣あるいは｢所内で消費されている
電力.但し発電に直接必要な発電補機での消費電力量,変圧器等の送電補機での消費電力を除く｣と
している.
13)例えば,証券発行業者であるネクストエナジー･アンド･リソース株式式会社の｢グリーン証券取
引所｣ 〔3〕の取引事例をみると,バイオガス発電では,北海道鹿追町環境保全センター･①販売可能
発電量310,242kWh,単価7.5円～,販売最少量100/kWh～, ②社名淵みどり牧場● 80,246kWh,
9.5円～, 100/kWh～等,一方,太陽光発電では, ①阿部工務店太陽光発電所･ 3,136kWh, 14.5円,
100/kWh～, ②天竜精機発電所- 55,008kWh, 100kWh～等である.なお,同じく取引業者の資格
を有し,実際にグリーン電力証書を扱った経験のある特定非営利活動法人循環型社会創造ネットワー
ー121
地域環境ビジネスの創出と必要な社会システムの検討
クの福田専務理事によれば,バイオマス発電のグリーン電力証書の価格はこの程度で推移しているの
でないかとのことである.
14)詳しくは,日本自然エネルギー株式会社〔10〕を参照されたい.
15)先に,生出地区の木炭発電で,設備の減価償却と人件費を除けば,主なコストは木炭であるとみな
して補填すべき最低限のコストを3.9円/kWhと試算した.したがって,仮に,グリーン電力が7円
/kWhで販売できれば,木炭発電のビジネス化実現の可能性は大幅に高まる.先に本文で述べたよう
にlkWh当たりの設備の減価償却費は木炭価格に比べて小さいと見られるので,あとは人件費のあ
り方をどうするかがビジネス化の実現可能性を考える上で大きな課題となる.ちなみに,木炭発電量
1,585mWhが全てグリーン電力と認定されれば, ll,095千円の販売額となる.一方,この電力分は,
C02の排出に換算すれば,排出係数0.378/kgに1, 585,000kWhを乗じて599tとなる.ここで用い
た排出係数は,環境省の｢事業者からの温室ガス排出量算定方法ガイドライン(試算ver1.5)による.
したがって,生出地区のグリーン電力証書を購入した企業は, 599t/年のC02の排出量を購入したこ
とになり,葛巻町の事例と同様, t-C02を1万円とすれば,企業はグリーン電力の購入で約600万円
の排出量を手に入れたことになる.
4.おわりに
本稿では,間伐を促進する取り組みの一環として行われてきた,岩手県陸前高市の生出地区に
おける木炭発電のビジネス化の取り組みを事例に,そこでビジネスとして成り立つために必要な
社会システムのあり方を検討してきた.
生出地区で木炭発電をビジネス化するには,通常の電力購入価格を上回る発電コスト分をなん
らかの形で社会的に負担する仕組み,すなわちここで言う社会システムが必要である.この場合,
木炭発電ビジネスのような地域環境ビジネスの創出は,環境と経済が両立する地域社会を形成す
る上で最も必要な課題の一つであり,本来的には,地域住民あるは地方公共団体等が応分の負担
しつつ取り組むのが望ましい.しかし,現下の地域を取り巻く経済,社会情勢を考慮すれば,そ
こに新たな負担を強いることは事実上困難と見られる.そのため地域外の力,なかでも~資金力の
大きな企業等に負担を要請することが現実的な選択であろう.
そこで本稿では,実際にそうした選択をしている葛巻町における企業のCSR利用の事例- ｢森
の町内会｣による間伐促進一を取り上げ,その仕組み,内容を見ることで,企業のCSRは十分
こうした問題の解決に貢献していることを示した.また,この事例からは,企業が地域の側の問
題を理解し,一方,地域の側も問題の正確な情報を伝えていること,そこには両者の間に密接な
コミュニケーションとネットワークの形成があるなど,貴重な学ぶべき点が見出せる.
グリーン電力証書は,制度の内容やバイオマス竃電での利用が増えている実態を勘案すると,
木炭発電のコストの社会的負担に利用できる可能性は高い.しかし,グリーン電力証書も内実と
しては企業の環境CSRであり,それを活用するには,葛巻町等の事例に見るように,企業等と
地域の側で間伐の実態や問題についての共通の理解等が必須の条件であると思われる.
今回は,もっぱら外部の企業等からの資金の導入によって社会的にコストを負担することを検
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討した.しかし,例えば地域通貨という手段もコストの社会的負担を考える上では有力な手がか
りである.また, EUの農村開発政策で使われる｢環境支払｣という政策手段も,木炭発電のビ
ジネス化をはじめ地域環境ビジネスの推進にもっと積極的に利用されてよいと思われる.
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